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　株式会社の本質を一口に云うことは困難であり，こ
れまでもいくつかの説が分れている。主権説，契約
説，機能説又は組合説，有機体説，法人説がそれであ
る。
　主権説は，会社一以下会社というときは株式会社を
いう一が国家即ち国王，議会からチャーターをもらう
関係を力説した説である。この説によれば，会社は出
生から死ぬまで国の権威に従うとするもの。即ちチャ
ータード・カンパニーの如き場合の国王又は議会から
得たチャーターに力点をおいたものと考えられる。し
かし，チャーターはやがて行政官庁が免許するような
オーストリャその他の小国でおこなわれる如き免許主
義に移った場合一1．危険のある場合（危険の分散を必
要とする鉱山会社の場合）2．大資本を必要とする場合
（鉄道，運河，橋など）3．第三者に重大な責任を負う
場合（銀行，保険などの場合）4．多数人の協同で始め
て目的を達成する場合（学校，慈善団体）などに免許
されたが，時に特許主義が善良な会社の発生も妨げた
ために免許主義に移行した。更に一般又は特殊法に従
って一定の手続をふむことで会社が成立した（日本，
ドイツ，独国）のは準則主義であり，英米の如き公示
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主義にまで至ると，会社の本質をチャーターに求める
ことは．発生史時には意味があっても今日の株式会社
の本質を説明できない。それのみならず，会社自体が
株主そして労働者などの主権在民の民主的機構である
ことを考える時，チャーターによって会社が存在する
という考えは首肯でぎない。会社はチャーターによっ
て生まれたものでなくて，経済活動の結果として生ま
れた会社を議会や国王がそしてやがては法律が追認し
たものではないであろうか。
　第2は契約説といわれるものである。この説は会社
と個人との契約関係を強調する。株主と会社，貸手と
会社，会社と従業員との関係はすべて契約であり，国
（議会又は国王）はこの契約を認可するものとする。
契約は個人間において取り結ばれるもので，会社と何
々という限り，すでにそこには「会社」ができ上って
いる。その会社が何かをいうのであるから，もし契約
説を主張するのであれば，会社とでなくて株主と従業
員，貸手と株主という具合に考えなくてはならないで
あろう。しかしそうであるとすると株主とも従業員と
も貸手とも別個独立の「会社」を説明できない。
　第3は機能説又は組合説とよばれるもので，会社は
パートナーシヅプと同じく組合であり，国や法律の創
造は付随的であるとする。そして機能説では会社の目
的を強調する。機能説と組合説でもし同一のものとす
れば，その組合がどんな目的のもとに成立したかとい
うことからであろうが，かりにそうであっても会社は
各パートナーの単なる結合でなく，各パートナーから
離れたヱ個の団体であることを説明できない。株式会
社を発生史的にみる限りパートナーシップ即ち無限責
任の株式会社もあり，根本的には株式会社はパートナ
ーシップと変らないとする場合にはこの説は妥当する
であろうが，有限責任に切り離された株主と会社との
関係をみる時，この説は今日的な意味がない。もしあ
るとすれば小企業又は個人企業の色彩の濃い会社にそ
の姿をみるに過ぎない。
　第4は有機体説で，現実の人間との同様性を強調す
る。即ち会社も自然人と同様に行動し，種々な権利と
義務をもつ実体であるとする。この説では，これまで
危惧された個々の自然人との独立して働く事業単位で
あるということは承認されたが，会社は一体自然人の
如き有機的活動を営むことができるであろうかとみる
と，会社はそれ自体生きてはいない。会社が生きたも
のとみなされるのはやはり，法律の力によってであ
る，そこで最後に強調されるのが法人説である。
　法人説には2つあるように思われる。1つは法人擬
制説又は擬制法人説とよばれるものと，他は法人実体
説といわれるものである。
　法人擬制説では，法律上権利能力の主体は自然人の
みで，法人に権利能力があるというのは自然人に「な
ぞらえた」ものという考えであるが，この考えでは既
に「法人」というものが存在してしまい，それに権
利，i義務があかないかということになってしまってい
る。何故「法人」が存在するのかということについて
は不明である。この考えは個人中心，団体抑圧の精神
ありとして後にとられなくなった。
　法人実体説は．法人は自然人が法律によって擬制さ
れたものでなくて，法人は法律上1個の社会的実在で
あるとする説である。
　法人実体説に参照されるのが1683年，英国の司法長
官サー・エドワード・コークの説で，「多くの会社団
体は目に見えず，不滅のそして法律の意義，及び考慮
にのみ基くものである。会社は反逆を犯し得ず，法律
の保護を奪われず除名もされない。会社は魂なく，代
人による以外は身体を現わし得ないからである。多く
の会社団体は忠誠を誓い得ない。けだし目に見えない
身体は人間でもなく，誓うこともできないからであ
る。会社は自然人の身体の愚かさ又は死亡その他種々
な場合に相遇しえないものである」との説であり，又
米国の司法長官ジョーン・マーシャルの1819年の説で
ある。「会社は人為的な存在であり，目に見えない無
体の且つ法律の意図によってのみ存在するもので法律
の創造物である」とするものである。いずれも今日の
米英の会社概念を指示するのに用いられている。そし
て法人実体説からみた会社は「或種の事業を遂行する
目的で共同された多くの人が組織ずるリーガル・エン
ティティである」と定義される。会社についての「経
済的」概念をどのように考えるべきであろうか，次に
残された問題である。
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